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平成25年7月29日の豪雨状況

湖北地方の
広範囲で
150mm超

湖北地方の
広範囲で
150mm超

国交省リアルタイムレーダ積算値より

7月29日の
12～19時にかけて
時間10～40mmの

強い雨が継続

7月29日の
12～19時にかけて
時間10～40mmの

強い雨が継続

・長浜市の各地で床下浸水（6棟）
・姉川難波橋周辺に21：10に避難勧
告（5地区300世帯、約1000人）

・道路や河川施設への被害報告が
多数

・長浜市の各地で床下浸水（6棟）
・姉川難波橋周辺に21：10に避難勧
告（5地区300世帯、約1000人）

・道路や河川施設への被害報告が
多数

はん濫危険水位を超えた

避難判断水位を超えた

はん濫注意水位を超えた

水防団待機水位を超えた

参考：彦根の20年確率
24時間雨量238mm

参考：彦根の20年確率
24時間雨量238mm

24時間雨量

（県内最大）
214mm（甲津原）

24時間雨量

（県内最大）
214mm（甲津原）

姉川 難波橋水位

はん濫危険水位
を超過

はん濫危険水位
を超過



山口島根豪雨の報道より
• 『山口、島根両県で２８日に観測された記録的豪雨
について、下関地方気象台は、山口特別地域気象
観測所（山口市前町）での時間雨量が１４３・０ミリだ
ったと発表した。２８日午前８時１３分までの１時間
の数値で、同観測所での最高値。今回の豪雨での
時間雨量で最多とみられていた萩市須佐の１３８・５
ミリを超えていた。』中国新聞（7月30日）
– 地先の安全度マップの「200年確率の降雨」の時間雨量
は１３１ミリ

• 『萩市の大光寺橋横の道路は増水し、農業、大田則
文さん（３６）方は約１メートルにわたって浸水。大田
さんは「消防団で巡回していたら１時間で浸水した。
こんなのは初めて」と話した。 』毎日新聞（7月29日）
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説明内容

１．条例要綱案の枠組みについて

２．「ながす対策」について

３．「安全な住まい方」とは

４．「安全な住まい方」のルール化

５．命を守るために何をすべきか
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１．条例要綱案の枠組み
について
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生命や財産を守るための手段「多重防御」
最大規模の災害に備え、取り得るあらゆる手段を取る

流域治水における「多重防御」

（河道掘削、堤防整
備、治水ダム建設、
河川の維持管理）

水害履歴の調査・公表

出前講座の実施

水害に強い地域づ
くり協議会の設
置・運営

防災情報の発信

市町への支援

市街化区域編入
の抑制

既存の霞堤、輪中堤、
水害防備林等の保全
管理

水害版図上訓練の実施

「地先の安全度」
の公表

森林・農地・公園等
の雨水貯留浸透機能
の確保

「避難場所整備事業」※

「宅地嵩上げ浸水
対策促進事業」※

計画的・効率的な河
川整備の推進

6

建築規制

（避難場所の確保）



「地先の安全度」に関する情報
～“床上浸水（５０ｃｍ以上の浸水）”年発生確率図～

10.0%～ 50.0%以下（002年に一度）
03.4%～ 10.0%以下（010年に一度）
02.0%～ 03.4%以下（030年に一度）
01.0%～ 02.0%以下（050年に一度）
00.5%～ 01.0%以下（100年に一度）
00.5%以下0 1.000%（200年に一度）
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滋賀県流域治水基本方針（平成24年3月作成）から抜粋

「地先の安全度」
（全国初。平成24年9月公表）



な
が
す
（
河
川
法
）

と
ど
め
る
（
都
市
計
画

法
、
建
築
基
準
法
）

た
め
る
（
都
市
計

画
法
）

そ
な
え
る
（
水
防
法
）

テーブルの下
既存法令

テーブルの上
（仮称）流域治
水条例

条例要綱案と法律の関係
（治水の円卓）

それぞれの法令で定められている施策を、「地先の安全度」（住民が住んでおられる場所
の浸水深など水害リスク）に対応するため、総合政策の仕組みとして一つの条例の中で
関連づけ、住民目線でわかりやすく、運用しやすいようにまとめようとしています。

基礎情報の不足によりうまく
運用できていなかった部分

8

全流域での
洪水ハザー
ドマップ

雨水貯留浸
透機能の確
保

浸水危険区
域の縮小

建築規制・
市街化区域
編入の抑制



２．「ながす対策」について
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滋賀県の河川密度
10

一級河川延長
(km)

二級河川
(km) 県土面積

（km2）
D

知事管理
河川密度
（B＋C）/D国管理

A
知事管理

B
知事管理

C

福井県 167.7 981.6 252.8 4,189.27 0.295

岐阜県 325.7 2,935.9 0 10,621.17 0.276

三重県 236.8 1,509.1 792.1 5,776.87 0.398

滋賀県 67.5 2,254.3 0 4,017.36 0.561

京都府 189.4 1,365.9 409.1 4,613.00 0.385

大阪府 77.0 595.2 194.6 1,896.83 0.416

兵庫県 175.7 1,592.7 1720.6 8,395.47 0.395

奈良県 93.0 1,557.0 0 3,691.09 0.422

和歌山県 65.5 536.5 1422.2 4,726.12 0.414

全国 10,588.3 77,376.0 35,834.2 377,862.12 0.300

知事管理河川の河川密度（県土面積に対する知事管理河川延長の割合）が高く（0．561
全国2位、1位は香川県） 、水域管理に必要となる県予算が相対的に多い。

※河川密度＝河川延長の合計／流域面積 その流域に河川が多いか少ないかをあらわす指標

全国
2位

全国
平均



河川改修、河川維持は着実に進めます
11

国庫補助事業費の推移



12

県単独事業費の推移

維持管理
（浚渫、伐木など）

河川改修

河川改修、河川維持は着実に進めます



【参考資料-7】滋賀県の河川整備率の推移

 滋賀県が管理する一級河川で、治水安全度1/10を確保するためには、今後100年以上を必要とする。
（残事業費6000億円/年間予算40億円/年（平成20年度ベース））

※滋賀県降雨強度式で10年確率に対応

時間雨量50mm相当※以上の降雨に対応できる区間の延長

改修が必要な区間の延長
河川整備率＝ ×100
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平成21年度末 55.5%

（全国第９位）
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滋賀県流域治水基本方針（平成24年3月策定）から抜粋
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３．「安全な住まい方」とは

～先人の知恵と、尊い命の犠牲から得た教訓～

14



15

昭和34（1959年）伊勢湾台風

滋賀県近江八幡市水茎町

× 平屋家屋は軒下
まで水没

○ 2階建て家屋は

避難空間を確保

「安全な住まい方」とは
平成22年撮影



地盤面

3m

軒下まで浸水す
ると危険

逃げ遅れた場合に溺
死・建築物が浮力を
持って家屋倒壊

16安全な住まい方とは

逃げ遅れたときのために、避難空間を確保
してください。

平屋建て
想定水位
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安全な住まい方のルール化

緊急時の避難空間の確保

＝ 建築規制（安全な住まい方への確実な誘導）

＝

＝

水平避難+垂直避難

（一時避難場所）

OR

垂直避難
（かさ上げ）

安全な住まい方と建築規制の関係

住宅密集地など

戸数が少ない
場合など

例：スライド
23～25

例：スライド
26～32



「逃げ遅れた時の避難空間」の検討のきっかけ
（平成21年 兵庫県佐用町豪雨）
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平成22年8月7日(土)

朝日新聞 朝刊 １面



佐用町の教訓

• 平成21年8月佐用町 訴訟の論点

「道路が冠水して危険な状態となった同8時
30分以降も住宅2階への避難を防災無線で
促さず、同9時20分に戸外への避難を前提に

した勧告を出したため、避難中に濁流にのま
れるなどして4人が亡くなり、1人が行方不明
になった」（平成22年8月11日読売新聞朝刊

の記事より）

水平避難中に命が失われた事例

なぜ？
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安全な住まい方への確実な誘導（建築規制）
洪水から命をまもるための避難の考え方の整理

資料：大雨発生からの避難、林春男、土木学会誌 vol.97 no.6 June 2012
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国における避難の考え方の整理

流域治水条例要綱案で要件とするもの

従来の考え方による「避難所」

状況に応じて「垂直移動」 「水平移動」を選

択できる環境をつくる

21

★

★

平成24年度防災白書 P.102
http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/



安全な住まい方への確実な誘導（建築規制）
洪水から命をまもるための避難

丘陵、山

丘陵、山

近接丘陵地、近接ビルを避難場所指定

既設堤防腹付け盛土型避難場所

水平避難＋垂直避難

水平避難＋垂直避難

22

避難場所避難場所



安全な住まい方への確実な誘導（建築規制）
洪水から命をまもるための避難

空き家の改良型避難場所（鉄骨造等）

水平避難＋垂直避難

水平避難＋垂直避難

近接公園を盛土して避難場所指定
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大津市石居 一時避難場所
24いしずえ



安全な住まい方への確実な誘導（建築規制）
洪水から命をまもるための避難

垂直避難

25



条例のモデル
は先人の知恵
の中にあります

先人が築き受け継がれ
てきた知恵と仕組みを守
り、県下に再び広め、人
の命にかかわる状況を
何とか改善したい

26安全な住まい方 宅地嵩上げ



竜王町弓削

27「先人の知恵」が生み出した風景～かさ上げされた住宅



：浸水深3m以上

28

日野川

「先人の知恵」の見える化



旧虎姫町大寺

29
「先人の知恵」が生み出した風景～かさ上げされた住宅



：浸水深3m以上 かさ上げされている住宅につ
いては浸水深が3m以下に

なっているのが見て取れる。
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田川

「先人の知恵」は水害リスクのある地域に普遍的なもの



旧虎姫町大寺

「虎姫。水害時の道しるべ
MAP」より

（滋賀県流域治水政策室
が平成21年11月に実施し

た水害体験者への聞き取
り調査を基に作成したも
の）

http://www.pref.shiga.lg.jp/h/ryuiki/hanran/suigaimap/torahime_20120930.pdf
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４．「安全な住まい方」の
ルール化

32



「建築規制」がなぜ必要か？

・規制があるからこそ、安全な住まい方への確実
な誘導が可能となる。

33

• 建築基準法（災害危険区域制度）を活用する。

• 地先の安全度マップにより、災害危険区域に指定す
べき区域が判明し、S34通達（技術的助言）の具体
化が可能になった。

• 建築規制（安全な住まい方への確実な誘導）
– 付近に有効な避難場所の確保（水平避難＋垂直避難）

– 宅地の嵩上げ等による避難空間の確保（垂直避難）

– 水害リスクのある建築物の新たな発生を防ぎ、次の世代
に水害に強いまちを残すことができる。

• 許可基準をクリアするための支援制度を設け、安全
なまちづくりを進める。



水害リスクの高い区域（築堤河川合流部）
での土地利用

堤防沿いの
高台は集落

用水が確保しや
すい低地は田

十分に嵩上げせ
ずに宅地化すると
危険
↑

許可制による
チェックが不可欠

34



第34条

・地すべり
・出水（土石流を含む。）
・急傾斜地
の災害危険区域に関する規定

滋賀県建築基準条例

第37条

罰則規定

出水の災害危険区域に関する
規定

流域治水の推進に関する条例

第34条

・地すべり
・土石流
・急傾斜地
の災害危険区域に関する規定

滋賀県建築基準条例

第37条

罰則規定

「出水」に関す
る部分を（仮
称）流域治水
条例へ 罰則規定も

（仮称）流域
治水条例へ

建
築
基
準
条
例
と
同

様
の
罰
則
規
定

35

罰則規定

「規制」と「罰則」は一体のもの
「全て、命を守るための要件を満たす」ために必要



区域指定地区は避難率が高い

・平成24年大津南部豪雨災害において、大津市石山外畑

町の土砂災害危険区域でも、避難勧告前の自主避難が
行われた。
・区域指定し水害リスクが高い地域を明示することで、水
害に強いまちづくりが強化される。

36

平成23年度政策レビュー結果「土砂災害防止法」
http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000008.html



条例要綱案第36 市町条例との関係

・市町が独自に災害危険区域に関する条例を
策定すれば、流域治水条例要綱案の「建築
規制」については、適用除外となる。

37

滋賀県建築基準条例第34条

流域治水条例要綱案

建築基準法
（災害危険区域）
第三十九条 地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域

を災害危険区域として指定することができる。

大津市建築基準条例第32条

各市町 災害危険区域条例

流域治水条例要綱案の建
築規制は適用除外に

市町で条例を制定し、独自に
建築規制することが可能

出水について



５．命を守るために何をす
べきか

～防災に関する意識の変化と県の姿勢～

38



宅地・建物の売買等における水害リスク
情報の提供を明文化（条例要綱案第29）

平成25年2月に、流域治水政策について滋賀県
宅建協会に説明したところ、すぐに宅建協会HP
から滋賀県防災ポータルへのリンク設置
「市町公表のハザードマップは顧客に説明してい
る」とのこと。

平成25年7月に、条例要綱案を滋賀県住環境
ディベロッパー協会に説明した際も、「公表された
リスク状況を顧客に提供することは慣習化しつつ
ある」とのこと

リスク情報を積極的に開示し、適切に対応することが望まれている

39



気象業務法改正（平成25年5月31日公布 平成25年8月

30日運用開始）による「特別警報」の運用

最大規模の災害に備える体制が整備されつつある

40

（気象庁リーフレット「特別警報がはじまります」より）



41「200年に一度の降雨」は、河川の計画規模を超

える「最大規模の洪水」を想定したもの



42

①
堤防
など

①
堤防
など

②水が溜まる
と危険

※注ぎ込む水の
量は上限なし

※浸水深には上限

コップの高さより深くなる水はない
↓
被害の広がりには上限



43
「河川の計画規模を超える洪水」に対する

国の考え方

津波災害に関して打ち立てられた新たな
基本理念を踏まえると、河川の管理の主た
る対象となる洪水に対する新たな取り組み
にあっても、現況の治水安全度や計画規模
を上回る洪水への対応について、我が国や
世界で生じている洪水・高潮による水害の
発生状況を勘案して、さらに具体的な検討
に取り組むべき重要性はますます高まって
いると考えられる。 「安全を持続的に確保するための今後の河川

管理のあり方について」社会資本整備審議会
平成25年4月



土砂災害防止法 津波防災地域づくり法 流域治水推進条例要綱案

契機 H11.6.29

広島豪雨災害

24名死亡

H23.3.11

東日本大震災

近隣府県で大水害が頻発する
状況の中、水害リスク情報を明
らかにしたこと。

開発規
制・建築
規制を
導入し
た経緯

「すべて対策工事
により安全を確保
していくとした場
合には、膨大な
時間と費用が必
要になると見込ま
れる。」（土砂災害防

止基本指針）

「構造物の防災機能
にのみ依存すること
の限界が改めて認識
された。」（国土交通白書）

「災害には上限がな
い」（津波防災まちづくりの考

え方）

↓

発生頻度と被害の大
きさにより「レベル1」
と「レベル2」に分類
（東北地方太平洋沖地震を教
訓とした地震・津波対策に関
する専門調査会報告）

「河川などの治水施設の整
備は、根幹的な治水対策と
して今後も強力に推進して
いきますが、近年の厳しい
財政状況もあり、整備完了
までには相当の期間が必要
です。」

「一方で、整備途上や、一定
規模での施設整備が完成し
た場合にも、その整備水準
を超える洪水が発生するこ
とは否定できません。」（滋賀

県流域治水基本方針）

44
防災に関する国の施策の流れ

～ハード整備だけでなくソフト対策でも命を守る～
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平成23年度政策レビュー結果「土砂災害防止法」
http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000008.html



水害で県民の命が失われ
る前に取り組みたい。

流域治水条例要綱案

きっかけは、地先の安全度
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